
第一号第四様式

(単位:円)

受取利息配当金収入 10,000 664 9,336
その他の収入 70,000 27,800 42,200

受入研修費収入 50,000 27,800 22,200
雑収入 20,000 20,000

雑収入 20,000 20,000
80,000 28,464 51,536

人件費支出 21,230,000 20,335,880 894,120
役員報酬支出 590,000 497,000 93,000
職員給料支出 13,400,000 13,203,103 196,897
職員賞与支出 4,200,000 3,873,424 326,576
退職給付支出 460,000 380,000 80,000
法定福利費支出 2,580,000 2,382,353 197,647

事業費支出 50,000 28,940 21,060
保健衛生費支出 10,000 10,000
教養娯楽費支出 30,000 28,940 1,060

教養娯楽費支出 30,000 28,940 1,060
車輌費支出 10,000 10,000

事務費支出 2,460,000 2,201,733 258,267
福利厚生費支出 160,000 155,522 4,478
旅費交通費支出 90,000 89,000 1,000
研修研究費支出 60,000 64,500 △ 4,500
事務消耗品費支出 270,000 270,834 △ 834
修繕費支出 70,000 49,500 20,500
通信運搬費支出 150,000 115,464 34,536
会議費支出 40,000 7,667 32,333

会議費支出 20,000 7,667 12,333
拠点区分間会議費支出 20,000 20,000

広報費支出 70,000 30,000 40,000
業務委託費支出 720,000 660,000 60,000

その他の委託費支出 720,000 660,000 60,000
手数料支出 60,000 46,576 13,424
租税公課支出 490,000 471,100 18,900
保守料支出 10,000 10,000
諸会費支出 90,000 80,000 10,000
渉外費支出 130,000 150,900 △ 20,900

渉外費支出 130,000 150,900 △ 20,900
雑支出 50,000 10,670 39,330

雑支出 50,000 10,670 39,330
23,740,000 22,566,553 1,173,447

△ 23,660,000 △ 22,538,089 △ 1,121,911

事業区分間繰入金収入 3,520,000 3,520,000 0
拠点区分間繰入金収入 18,480,000 18,480,000 0

22,000,000 22,000,000 0
積立資産支出 240,000 234,132 5,868

退職給付引当資産支出 240,000 234,132 5,868

240,000 234,132 5,868
21,760,000 21,765,868 △ 5,868

予備費支出(10)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 1,900,000 △ 772,221 △ 1,127,779

前期末支払資金残高(12) 2,516,698 2,516,698 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 616,698 1,744,477 △ 1,127,779

―

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)

法人本部拠点区分　資金収支計算書
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第四様式

(単位:円)

経常経費寄附金収益 1,000,000 △ 1,000,000

1,000,000 △ 1,000,000
人件費 20,007,012 20,764,650 △ 757,638

役員報酬 497,000 861,000 △ 364,000
職員給料 13,203,103 12,397,640 805,463
職員賞与 2,512,424 3,358,600 △ 846,176
賞与引当金繰入 798,000 1,361,000 △ 563,000
退職給付費用 614,132 670,580 △ 56,448
法定福利費 2,382,353 2,115,830 266,523

事業費 28,940 22,274 6,666
教養娯楽費 28,940 22,274 6,666

教養娯楽費 28,940 22,274 6,666
事務費 2,201,733 2,286,686 △ 84,953

福利厚生費 155,522 123,301 32,221
旅費交通費 89,000 208,000 △ 119,000
研修研究費 64,500 23,480 41,020
事務消耗品費 270,834 180,105 90,729
修繕費 49,500 52,800 △ 3,300
通信運搬費 115,464 108,795 6,669
会議費 7,667 9,714 △ 2,047

会議費 7,667 9,714 △ 2,047
広報費 30,000 30,000 0
業務委託費 660,000 1,045,000 △ 385,000

その他の委託費 660,000 1,045,000 △ 385,000
手数料 46,576 46,270 306
租税公課 471,100 263,450 207,650
諸会費 80,000 70,000 10,000
渉外費 150,900 90,215 60,685

渉外費 150,900 90,215 60,685
雑費 10,670 35,556 △ 24,886

雑費 10,670 35,556 △ 24,886
減価償却費 5,784,070 5,784,070 0
国庫補助金等特別積立金取崩額 △ 4,533,282 △ 4,533,282 0

23,488,473 24,324,398 △ 835,925
△ 23,488,473 △ 23,324,398 △ 164,075

受取利息配当金収益 664 130 534
その他のサービス活動外収益 27,800 53,150 △ 25,350

受入研修費収益 27,800 38,400 △ 10,600
雑収益 14,750 △ 14,750

雑収益 14,750 △ 14,750
28,464 53,280 △ 24,816

28,464 53,280 △ 24,816
△ 23,460,009 △ 23,271,118 △ 188,891

事業区分間繰入金収益 3,520,000 3,520,000 0
拠点区分間繰入金収益 18,480,000 18,480,000 0

22,000,000 22,000,000 0

22,000,000 22,000,000 0
当期活動増減差額(11)=(7)+(10) △ 1,460,009 △ 1,271,118 △ 188,891

前期繰越活動増減差額(12) 49,404,099 50,675,217 △ 1,271,118
当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 47,944,090 49,404,099 △ 1,460,009
基本金取崩額(14)
その他の積立金取崩額(15)
その他の積立金積立額(16)

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 47,944,090 49,404,099 △ 1,460,009
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サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動収益計(1)

サービス活動費用計(2)
サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動外収益計(4)

サービス活動外費用計(5)

法人本部拠点区分　事業活動計算書
(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)



第三号第四様式

(単位:円)

流動資産 7,638,729 7,625,905 12,824 流動負債 6,692,252 6,470,207 222,045
現金預金 7,231,739 5,899,885 1,331,854 事業未払金 1,300,745 820,190 480,555
事業未収金 188,500 1,726,020 △ 1,537,520 預り金 2,562,632 2,872,917 △ 310,285
立替金 218,490 0 218,490 職員預り金 2,030,875 1,416,100 614,775

賞与引当金 798,000 1,361,000 △ 563,000
固定資産 160,191,389 164,413,227 △ 4,221,838 固定負債 2,568,376 1,006,144 1,562,232
 基本財産 157,590,470 163,312,940 △ 5,722,470 退職給付引当金 2,568,376 1,006,144 1,562,232

建物 90,098,870 95,821,340 △ 5,722,470 9,260,628 7,476,351 1,784,277
土地 66,491,600 66,491,600 0
定期預金 1,000,000 1,000,000 0 基本金 39,250,000 39,250,000 0

 その他の固定資産 2,600,919 1,100,287 1,500,632 第１号基本金 10,000,000 10,000,000 0
器具及び備品 32,543 94,143 △ 61,600 第２号基本金 2,250,000 2,250,000 0
退職給付引当資産 2,568,376 1,006,144 1,562,232 第３号基本金 27,000,000 27,000,000 0

国庫補助金等特別積立金 71,375,400 75,908,682 △ 4,533,282
その他の積立金
次期繰越活動増減差額 47,944,090 49,404,099 △ 1,460,009
(うち当期活動増減差額) △ 1,460,009 △ 1,271,118 △ 188,891

158,569,490 164,562,781 △ 5,993,291
167,830,118 172,039,132 △ 4,209,014 167,830,118 172,039,132 △ 4,209,014資産の部合計

負債の部合計
純資産の部

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

法人本部拠点区分　貸借対照表
令和 8年 3月31日現在

資産の部

当年度末 前年度末 増減

負債の部

当年度末 前年度末 増減



 1. 重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　・有形固定資産及び水道施設利用権－定額法による減価償却を実施している。

（２）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金－三重県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付

　　　額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

　　・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上し

　　　ている。

 2. 重要な会計方針の変更

該当なし

 3. 採用する退職給付制度

　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、

三重県社会福祉協議会の退職共済制度によっている。

 4. 拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

　当拠点区分において、作成する財務諸表は、以下のとおりになっている。

（１）法人本部拠点財務諸表（第一号の四様式、第二号の四様式、第三号の四様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３⑩）は、サービス区分が法人本部１つの為、

　　　作成していない。

（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３⑪）は、サービス区分が法人本部１つの為、

　　　作成していない。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

 7. 担保に供している資産

該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

器具及び備品 372,900 340,357 32,543

小計 372,900 340,357 32,543

その他の固定資産

建物 244,550,000 154,451,130 90,098,870

小計 244,550,000 154,451,130 90,098,870

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産

合計 163,312,940 0 5,722,470 157,590,470

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

建物 95,821,340 0 5,722,470 90,098,870

土地 66,491,600 0 0 66,491,600

財務諸表に対する注記（法人本部拠点区分用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす

　　るために必要な事項

該当なし

合計 188,500 0 188,500

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 188,500 0 188,500

合計 244,922,900 154,791,487 90,131,413


